
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [137,264円]

類似団体内順位

[ 34/70 ]

全国市町村平均

116,898
鹿児島県市町村平均

126,358

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

384,066

91,270

139,460 137,264

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [85.9]

類似団体内順位

[ 4/70 ]

全国市平均

97.0
全国町村平均

93.2
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

100.9

79.9

93.3

85.9

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [11.60人]

類似団体内順位

[ 48/70 ]

全国市町村平均

7.82
鹿児島県市町村平均

9.34

(人)

40.00

30.00

20.00

10.00

0.00

28.22

5.83

9.99
11.60

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.2%]

類似団体内順位

[ 58/70 ]

全国市町村平均

12.3
鹿児島県市町村平均

13.6

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

29.9

2.8

13.6

19.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [847,793円]

類似団体内順位

[ 60/70 ]

全国市町村平均

446,922
鹿児島県市町村平均

579,581

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,516,874

39,057

423,731

847,793

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

徳之島町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
財政力指数：人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（20年末：２６．５％）により、町内の住民の高齢化が進み、また
                  兼業農家も公共事業の減少等により年間所得の減少等の要因になっている。したがって財政基盤が弱く
　　　　　　　　類似団体平均を下回っている。給料・手当の見直し、図書館、文化会館、し尿処理センター等の民間委託
　　　　　　　  （平成２１年度は、総合運動公園管理委託）や投資的経費を抑制する等、歳出の徹底的な見直しを実施す
　　　　　　　　 るとともに税収の徴収率向上に努め歳入確保に努める。

ラスパイレス指数：類似団体の中では低水準にある。年功的な要素が強い給料表の構造を１８年度から見直し（８級制か
　　　　　　　　 ら６級制へ）職務・職責に応じた構造への転換を図る観点から職務の級間の給料表水準の重なりの縮小、
　　　　　　　　 枠外昇給制度の廃止等の措置を講じ、特殊勤務手当を撤廃しまた特地勤務手当を１９年度から廃止した。

実質公債費比率：平成１８年度より公債費負担適正化計画を策定する団体になり、１０年後までに比率を１８％未満にす
　　　　　　　　 るため特に投資的経費については、公債費負担適正化計画に沿うように徹底した見直しを行う。

人口１人当たり地方債現在高：類似団体平均を上回っている主な要因としては平成６年度～１４年度にかけて実施した
　　　　　　　　　都市公園整備事業（総事業４，３１６百万円、うち起債２，２４６百万円）等であるが、公債費負担適正化計
　　　　　　　　　画に基づいた起債の発行で１０年後には類似団体平均の水準となるよう努める。前年度決算より減額して
　　　　　　　　　いる。

人口１，０００人当たり職員数：文化会館や運動公園施設等の建設による管理や人口の減少により類似団体を上回って
　　　　　　　　　いる。集中改革プランの定員適正化計画に基づく定年退職者の不補充、勧奨退職や指定管理制度による
　　　　　　　　　民間委託（１８年度：３件、２０年度：１件、21年度１件）や課の統廃合等により５年後には５％削減の達成
　　　　　　　　　を目指す。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：人件費・物件費及び維持補修費の合計額の人口１人当たりの金額が類似団体
　　　　　　　　　平均を上回っているのは、主に人件費が要因となっている。これは主に給食センター・保育所・特別養護老
　　　　　　　　　人ホーム等の施設の老朽化による維持費の増額や運営を直営で行っているためである。今後は、指定管理
　　　　　　　　　者制度の導入を更に推進し委託化を進め、コストの低減を図っていく方針である。


